様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022年　4月　21日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）まねっくすしょうけんかぶしきがいしゃ
             　　　　一般事業主の氏名又は名称 　　マネックス証券株式会社
（ふりがな）せいめい　ゆうこ
                              （法人の場合）代表者の氏名　清明　祐子  印
住所　〒107-6025　東京都港区赤坂1-12-32　アーク森ビル25階

法人番号　　1010001064546　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	マネックス証券のDX（デジタルトランスフォーメーション）戦略 

	公表日
	2021年10月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	マネックス証券ホームページ
会社情報　DX戦略
①　タイトル本文
②　アセマネモデルへの転換を実現する
https://info.monex.co.jp/company/dx.html

	記載内容抜粋
	①　マネックス証券はブローカーモデルからアセマネモデルへという大きなビジネス転換を目指しています。その実現のためには、幅広い品ぞろえと使いやすいサービスを低いコストで提供することが必要であり、DX（デジタルトランスフォーメーション）戦略がその鍵を握ります。 
②　アセマネモデルとは、お客様の資産を増やすことを目標とするビジネスモデルで、投資の時間分散、投資の地域分散、リスク許容度に応じた信用取引・レバレッジ取引の活用などを組み合わせ、お客様にとって最適なポートフォリオを構築し、資産を増やすことを目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年9月21日開催マネックス証券取締役会にて承認




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	マネックス証券のDX（デジタルトランスフォーメーション）戦略

	公表日
	2021年10月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	マネックス証券ホームページ
会社情報　DX戦略
アセマネモデルへの転換を実現する
https://info.monex.co.jp/company/dx.html 

	記載内容抜粋
	アセマネモデル実現のためには、幅広い品ぞろえと使いやすいサービスを低いコストで提供することが必要であると考えており、そのために、以下の取り組みを開始しています。
・内製化モデルの確立
・基幹システム「GALAXY」のマイクロサービス化
・優れたアーキテクチャの積極活用
・マーケティング領域のデジタル化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年9月21日開催マネックス証券取締役会にて承認




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	マネックス証券のDX（デジタルトランスフォーメーション）戦略　「① 内製化モデルの確立」

	記載内容抜粋
	アセマネモデルの転換に合わせ、企画設計/開発/保守の分業体制から、プロダクト毎のグループに再編成したことで、システム部門とユーザー部門との距離感を縮め、サービス構築や、保守作業を含め、システム部門、ユーザー部門一体となった開発、運用を推進しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	マネックス証券のDX（デジタルトランスフォーメーション）戦略　「③ 優れたアーキテクチャの積極活用」

	記載内容抜粋
	[bookmark: _heading=h.gjdgxs]GALAXY以外の公開システム・社内システムの開発においても、優れたアーキテクチャを積極的に活用しています。具体的には、システム投資負担を軽減するクラウドコンピューティング、開発を迅速化させるアジャイル開発、セキュリティと開発スピードを両立するDevSecOpsなどです。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	マネックス証券ホームページ　会社情報　口座数等


	公表日
	2021年7月28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	マネックス証券ホームページ　会社情報
業務及び財産の状況に関する説明書
業務及び財産の状況に関する説明書【2021年3月期】
P.17　損益計算書
https://info.monex.co.jp/pdf/archive/anb/property_2107.pdf
[bookmark: _GoBack]弊社においては「不動産関係費」「事務費」「減価償却費」の合計をシステム関連費用と認識しており、(2)の指標としております。

	記載内容抜粋
	2021年3月期
不動産関連費　3,765百万円
事務費　2,108百万円
減価償却費　4,628百万円



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年10月22日

	発信方法
	マネックスグループホームページ
株主・投資家情報　IRライブラリー
統合報告書/アニュアルレポート
2021年3月期　マネックスグループ統合報告書
17ページ
https://www.monexgroup.jp/jp/investor/ir_library/annual_report/main/00/teaserItems1/00/linkList/015/link/IntegratedReport2021_A3.pdf
当社代表取締役社長（兼マネックスグループ代表執行役COO兼CFO）の清明より統合報告書にて以下の内容を発信しております。

	発信内容
	・マネックス証券におけるシステム内製化も、それを象徴する取り組みです。世の中のアウトソーシング化の流れに反して、私たちは巨額の投資を行い、金融機関ではきわめて異例であるシステムの内製化を決断しました。
・基幹システムが2017年にカットオーバーし、ようやくお客さま一人一人の声に応えていくことのできる仕組みが構築され、それがいま推進している「アセマネモデル」につながっています。アセマネモデルもこれからが本番であり、向こう3年間で現物と信用を合わせた日本株委託手数料の収益を現状の3～4割から、さまざまな取り組みにより2割程度に抑え、他の収益を高めることで手数料収入に依存しない構造にしたいと考えています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年12月頃　～　

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析
IPA　DX推進指標の自己診断を実施し、提出済





　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年10月頃　～　継続実施

	実施内容
	①2015年10月、サイバーセキュリティインシデントに係る対応を協議、決定する組織体CSIRTとして社内にMonex-CSIRT を設置
②上記組織設置後、継続的に以下を実施
・サイバーセキュリティインシデントに係る緊急時対応及び早期警戒の協議
・CSIRTとしての必要な対策につき年度計画を策定し、その進捗について毎月経営陣に報告。
・グループ会社、ASP業者、業務提携先を含めたサプライチェーンに対する、サイバーセキュリティリスク評価と対策の実施
・サイバー攻撃側のレベルは常に向上することから、情報共有活動やサイバー演習に参加し、最新の状況を自社の対策に反映
・サイバーセキュリティ管理を含む情報セキュリティ管理に関わる内部監査の実施と経営陣への報告



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

